
教育費
54億1,367万円

14.1%
〈△5億6,783万円〉

土木費
24億1,176万円

6.3%
〈＋8,972万円〉

総務費
35億7,540万円

9.3%
〈＋5億6,478万円〉

衛生費
22億4,231万円

5.8%
〈△3,887万円〉

公債費
17億7,723万円

4.6%
〈＋5,379万円〉

消防費
10億9,330万円

2.8%
〈＋390万円〉

諸支出金
16億1,271万円

4.2%
〈＋2億7,574万円〉 議会費

3億1,685万円
0.8%

〈＋1,206万円〉

その他
2億9,585万円

0.8%
〈＋7,925万円〉

384億
7,837万円

〈＋14億9,347万円〉

民生費
197億3,930万円

51.3%
〈＋10億2,875万円〉

人件費 
65億985万円
16.9%

〈＋7億2,327万円〉

物件費
54億603万円
14.0%　

〈＋2億4,550万円〉

繰出金
32億1,622万円

8.4%
〈＋6,748万円〉

普通建設事業費
36億905万円
9.4%

〈△2億8,232万円〉

公債費
17億7,723万円

4.6%
〈＋5,379万円〉

積立金
10億7,914万円

2.8%
〈＋8,218万円〉

維持補修費
1億1,863万円

0.3%
〈△4,406万円〉

384億
7,837万円

〈＋14億9,347万円〉

扶助費 
127億9,033万円

33.2%
〈＋4億2,672万円〉

補助費等
39億7,190万円

10.3%
〈＋2億2,093万円〉

市への
苦情相談

月〜金（祝日を除く）
午前8時30分〜午後5時

オンブズマン予約窓口
TEL 505-5127

ひとり親
家庭

月〜金（祝日を除く）
午前8時30分〜午後5時

子育て支援課子育て支援係
TEL 576-2105

女性
相談

月〜金（祝日を除く）午前8時30分〜午後5時 市長室男女平等・女性支援担当 TEL 576-2111㈹（内線403）
水・金 午後7時～9時45分 土・日・祝日 午後5時～9時45分 夜間・休日女性相談（電話相談）TEL 070-2632-1078

市の
相談窓口

歳入

令和7年度上半期の予算執行状況をお知らせします

※金額は項目ごとに四捨五入していますので、計の金額に一致しない場合があります。
※一般会計決算の数値を用いているため、決算概況の数値（普通会計決算）とは異なります。

歳出（目的別） 歳出（性質別）

※�地方消費税率の改定に伴う地方消費税交付金の増
分（11億7,072万円）は、社会保障施策に要する経
費（96億2,485万円）に充てました。

※�市税のうち都市計画税収入13億2,003万円は、下
水道事業に954万円、地方債償還に5億9,548万円
充て、余剰金の7億1,501万円は都市計画事業基金
へ積み立てます。

※�その他のうち森林環境譲与税収入の余剰金669万
円は、森林環境基金へ積み立てます。

　一般会計の当初予算額は398億7,500万
円でした。その後増額補正（12億1,040万2

千円）を行い、9月末の予算額は、410億8,540万2千円（前
年度からの繰越予算4,265万3千円を除く）になりました。

主な補正内容
〈歳入〉
▶��物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金：
　2億2,784万5千円増額
　物価高騰の影響を受けた生活者を支援するための事業
および定額減税不足額給付金を支給する事業の実施に伴
い、国庫支出金を増額しました。
▶�公立学校施設防災機能強化支援事業補助金：
　4,943万5千円増額
　東京都が公立学校施設の耐震化等に関する補助事業を
延長したことに伴い、都支出金を増額しました。
〈歳出〉
▶�定額減税不足額給付金給付事業：2億円増額
　令和6年度に定額減税補足給付金を支給した際、推計
所得税額を用いて算定したことにより、本来給付すべき
額と差額が生じた方を対象に、追加で給付金を支給する
ため、増額しました。
▶�防犯機器等購入助成金事業：2,380万円増額
　東京都の補助金を活用し、防犯カメラの設置等の防犯
対策にかかる補助事業を新たに実施するため、増額しま
した。

特別会計 下記の特別会計で増額補正を行いました。

主な補正内容
▶�介護保険特別会計
　前年度交付された国・都支出金の精算等にかかる経費
の増額 問政策経営課財政係

問政策経営課財政係

下水道事業会計 予定額 執行済額 執行率

3条予算 収 益 的 収 入 19億9,978万円 5億8,697万円 29.4%
収 益 的 支 出 19億4,152万円 2億5,300万円 13.0%

4条予算 資 本 的 収 入 12億9,140万円 1億32万円   7.8%
資 本 的 支 出 16億3,913万円 2億9,420万円 17.9%

予算現額 歳入収入済額 歳　入
収入率 歳出執行済額 歳　出

執行率
一 般 会 計 410億8,540万円 155億9,616万円 38.0% 149億8,883万円 36.5%
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 72億833万円 28億2,072万円 39.1% 25億6,158万円 35.5%
介 護 保 険 特 別 会 計 69億7,104万円 31億4,256万円 45.1% 28億4,032万円 40.7%
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 22億3,737万円 9億4,110万円 42.1% 7億765万円 31.6%

計 575億214万円 225億54万円 39.1% 210億9,837万円 36.7%

〈表1　9月末までの予算執行状況〉

予算現額
歳入 歳出

収入済額 収入率 執行済額 執行率
市 税 165億8,035万円 90億8,099万円 54.8% ― ―
民 生 費 212億3,839万円 ― ― 85億8,759万円 40.4%
教 育 費 52億1,558万円 ― ― 15億675万円 28.9%
総 務 費 45億833万円 ― ― 15億4,611万円 34.3%

〈表2　9月末までの予算執行状況（一般会計のうち主なもの）〉

前年度末現在高 上半期積立額 上半期取崩額 9月末現在高
一 般 会 計 75億5,940万円 601万円 1,460万円 75億5,082万円
特 別 会 計 5億8,806万円 22万円 0万円 5億8,828万円
下 水 道 事 業 会 計 12億5,795万円 112万円 0万円 12億5,907万円

計 94億541万円 735万円 1,460万円 93億9,817万円

〈表3　9月末の基金現在高〉

前年度末現在高 上半期元金償還額 9月末現在高
一 般 会 計 120億2,794万円 6億2,224万円 114億570万円
下 水 道 事 業 会 計 54億8,176万円 2億5,334万円 52億2,842万円

計 175億970万円 8億7,558万円 166億3,412万円

〈表4　9月末の地方債現在高〉

※一時借
か り

入
い れ

金の残高はありません。
※金額は項目ごとに四捨五入していますので、計の金額に一致しない場合があります。

執行状況 　9月末までの執行状況は〈表1〉、一般会計のうち主なものの執行状況は〈表2〉の
とおりです。また、基金および地方債の現在高は〈表3・表4〉のとおりです。

令和6年度一般会計決算についてお知らせします 　詳細は、市 HP「決算概況」
をご覧ください。

▶�

市
「
決
算
概
況
」。

HP

国庫支出金
75億4,247万円

19.3%
〈△5,917万円〉

都支出金
62億6,894万円

16.1%
〈＋6億7,531万円〉

地方消費税交付金
19億997万円
4.9%

〈＋8,660万円〉

市債
19億980万円
4.9%

〈△6億3,960万円〉

使用料および手数料
1.7%…①

地方交付税
0.1％
…⑤

繰越金
6億8,468万円

1.8%
〈△1億1,119万円〉

くりこしきん 分担金および
負担金
0.5％…③諸収入

1.3％…②

くりいれきん
繰入金

13億8,852万円
3.6%

〈＋5億4,632万円〉

寄附金
0.3％…④

その他
4.2%
…⑥

市税
161億2,032万円

41.3%
〈＋2億1,714万円〉

389億
9,476万円

〈＋13億2,518万円〉

一般会計

①�経常収支比率（経常的な収入に対する経常的な支出の割合を示す指標）は0.1ポイント悪化し、
99.0％となりました。100％に近いことから、財政運営の余裕が小さい状況です。

②�令和6年度の財政調整基金の期末残高は、期首から2.6億円減少し、19.7億円となりました。財政
調整基金は、支出に対して収入が不足した時に備える貯金の役割があります。なお、9月時点の見
込みでは、令和7年度末の残高は約9億円にまで減少する見通しです。

③�ふるさと納税については、本市への寄附の受け入れ分を差し引いても、
約4.1億円の減収となりました。ふるさと納税は、市外に寄附が行われた
場合、その分だけ本市の税収が減る仕組みであるため、財政運営に与え
る影響も小さくありません。

◀ふるさと
納税。

①6億7,341万円〈△2,043万円〉
②5億396万円〈+4,189万円〉
③1億9,250万円〈△1,744万円〉
④1億1,055万円〈+1,040万円〉
⑤5,714万円〈△1,568万円〉
⑥16億3,250万円〈＋6億1,105万円〉

4 市役所　TEL 042-576-2111㈹　FAX 042-576-0264令和7年／ 2025年12月5日

凡例 =内容 =期間 =日時 =場所 =講師 =対象 =定員 =募集人数 =費用=資格定 募 資 ￥対日内 期 場 師

市報 行政インフォメーション



下水道事業会計

令和6年度公営企業会計決算状況

男女平等
生きかた相談

月〜金（水曜日を除く）午前10時〜午後6時
土・日・祝日午前9時〜午後4時

くにたち男女平等参画ステーション（要予約）（国立駅前くにたち・こくぶんじ市民プラザ内）
TEL 501-6996（相談専用）TEL 501-6990（予約・問い合わせ）

市の
相談窓口

くにたち
女性DVホットライン

月〜金（祝日を除く）
午前8時30分〜午後5時 TEL 576-2127

令和6年度特別会計決算状況

問▶国民健康保険特別会計：保険年金課国民健康保険係 TEL576-2124　　　　▶介護保険特別会計：高齢者支援課介護保険係 TEL  576-2122
　▶後期高齢者医療特別会計：保険年金課後期高齢者医療係 TEL576-2125　　▶下水道事業会計：下水道課業務係

　介護保険事業は、40歳以上の方が納める保険料と国、東京都、国立市が負
担する公費で運営されています。これらの財源は、介護サービス費用の保険
給付費用に充てられます。なお、職員の人件費などの事務費は一般会計が負
担しています。

　医療費等の特定の歳出を、保険税や国等からの特定の歳入によって賄う
ため、一般会計から独立し、特別会計で経理を行っています。本来保険税で
徴収すべき額と実際の徴収額の差引不足分は、法定外繰入金（いわゆる赤字
繰入金）として、市の一般会計からの繰り入れにより補っています。

※金額は項目ごとに四捨五入していますので、計の金額に一致しない場合があります。〈　〉は前年度からの増減額です。

　特別会計とは、特定の事業を行うため、一般会
計から独立して収支経理を行う会計です。特別
会計の令和6年度決算状況をお知らせします。

　公営企業会計とは、一般会計や特別会計とは別に地方公営企業法を適用した会計です。国立市では令和2年
度より、下水道事業特別会計を公営企業会計へ移行しました。公営企業会計の令和6年度決算状況をお知らせ
します。

歳入
　保険料（65歳以上の方の保険料）と
支払基金交付金（40歳〜64歳の方の
保険料）が、歳入の約47.1%で、それ以
外が国・都支出金、国立市（一般会計）
からの繰入金等です。

歳出
　医療費等（保険給付費）が2.2億円の
減少となりました。
また、国民健康保険事業費納付金も
0.9億円の減となりました。

歳出
　介護給付費が約89.9%を占めてい
ます。地域支援事業費決算は前年度と
ほぼ同水準で、約3.9%を占めていま
す。

介護保険特別会計国民健康保険特別会計

後期高齢者　
医療特別会計

諸収入
702万円
0.1%

〈△927万円〉
国庫支出金、
その他
403万円
0.1％

〈＋373万円〉

歳入
71億4,749万円
〈△2億2,469万円〉

都支出金
46億1,586万円

64.6%
〈△2億2,433万円〉

国民健康
保険税

13億9,763万円
19.6%

〈△533万円〉

繰越金
4,341万円
0.6%

〈＋1,036万円〉
繰入金

10億7,955万円
15.1%

〈＋16万円〉

繰越金
4,141万円
1.8%

〈△1,882万円〉 

諸収入
3,797万円
1.7%

〈＋13万円〉

歳入
22億5,192万円
〈＋8,217万円〉

後期高齢者
医療保険料

11億9,127万円
52.9%

〈＋9,848万円〉

繰入金
9億7,180万円
43.2%

〈＋183万円〉

広域連合支出金
947万円
0.4%

〈＋55万円〉

その他
8,858万円
1.3%

〈△9,488万円〉

保険料
14億8,912万円

22.1%
〈＋1億2,644万円〉

支払基金交付金
16億8,054万円

25.0%
〈＋7,850万円〉

国庫支出金
13億4,190万円

19.9%
〈△4,088万円〉

繰入金
11億9,842万円

17.8%
〈＋1,614万円〉

都支出金
9億3,308万円
13.9%

〈＋5,559万円〉

歳入
67億3,163万円
〈+1億4,090万円〉

保健事業費
9,191万円
1.3%

〈△198万円〉
諸支出金、その他
1億187万円
1.4%

〈＋4,356万円〉

総務費
1億1,339万円

1.6%
〈＋888万円〉

歳出
70億6,383万円
〈△2億6,494万円〉

保険給付費
43億7,484万円

61.9%
〈△2億2,350万円〉

国民健康保険
事業費納付金
23億8,181万円

33.7%
〈△9,191万円〉

諸支出金
5,326万円
2.4%

〈△197万円〉

歳出
22億3,720万円
〈＋1億887万円〉

広域連合納付金
20億2,246万円

90.4%
〈＋1億305万円〉

保健事業費
7,817万円
3.5%

〈＋345万円〉

総務費
5,746万円
2.6%

〈＋254万円〉 
保険給付費
2,585万円
1.2%

〈＋180万円〉

収益的収支
（下水道事業の運営管理など）
▶下水道事業収益（税込）
　全体の62.8%を占めるのは、
営業収益です。主なものは、下
水道使用料や雨水処理にかか
る一般会計負担金です。

▶下水道事業費用（税込）
　全体の95.1%を占めるのは、
営業費用です。主なものは、維
持管理にかかる費用や減価償
却費です。

下水道事業
収益

19億1,209万円
〈＋6,198万円〉 営業収益

12億173万円
62.8%

〈＋3,888万円〉

営業外収益
6億9,468万円
36.3%

〈＋2,310万円〉

特別利益
1,568万円
0.8％

〈＋0万円〉

下水道事業
費用

17億4,116万円
〈＋8,023万円〉

営業費用
16億5,532万円

95.1%
〈＋7,722万円〉

営業外費用
8,584万円
4.9%

〈＋301万円〉

資本的収支
（施設の建設や財務活動など）
▶資本的収入（税込）
　全体の54.3%を占めるのは、
補助金です。主なものは、国庫補
助金や企業債償還にかかる一般
会計補助金です。

▶資本的支出（税込）
　全体の51.5%を占めるのは、建
設改良費です。主なものは、スト
ックマネジメント計画に基づく
工事費等です。なお、資本的収支
にかかる収入不足額3億380万
9,719円は、当年度分損益勘定留
保資金等で補てんしました。

資本的
収入

12億4,297万円
〈△1億8,892万円〉企業債

4億3,840万円
35.3%

〈△1億5,960万円〉

補助金
6億7,553万円
54.3%

〈＋659万円〉

その他資本的収入
1億2,826万円
10.3%

〈＋0万円〉

基金取崩収入
0円
0.0%

〈△3,600万円〉

負担金
77万円
0.1％

〈＋9万円〉 資本的
支出

15億4,678万円
〈△2億3,297万円〉企業債償還金

6億2,056万円
40.1%

〈△1億3,928万円〉

建設改良費
7億9,713万円
51.5%

〈△9,443万円〉

基金積立金
1億2,909万円

8.3%
〈＋74万円〉

歳出
66億5,121万円
〈＋1億4,680万円〉

介護給付費
59億7,759万円

89.9%
〈＋2億1,573万円〉

地域支援事業費
2億5,656万円

3.9%
〈△2,348万円〉

総務費
3億526万円
4.6%

〈＋2,487万円〉

諸支出金、その他
1億1,180万円

1.7%
〈△7,032万円〉

主な歳出は広域連合納付金です。後期
高齢者医療制度を運営している、東京都
後期高齢者医療広域連合の運営費等とし
て支出しました。

歳入
　国民健康保険税と繰入金は、前年度
と同水準だったものの、都支出金は
2.2億円の減となりました。繰入金の
うち、法定外繰入金は約5.4億円です。

5

持=持ち物 申=申込方法 問=問い合わせ =メール =ファクスFAX=電話（市外局番042を省略しています）TEL =ホームページHP
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